
　
【表紙】 　

【提出書類】 四半期報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成22年２月12日

【四半期会計期間】 第38期第３四半期(自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31

日)

【会社名】 日立機材株式会社

【英訳名】 Hitachi Metals Techno, Ltd.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長　　西　垣　清　志

【本店の所在の場所】 東京都江東区東陽二丁目４番２号

【電話番号】 03(3615)5411

【事務連絡者氏名】 管理本部　経理グループ部長　　堀　　正　寛

【最寄りの連絡場所】 東京都江東区東陽二丁目４番２号

【電話番号】 03(3615)5411

【事務連絡者氏名】 管理本部　経理グループ部長　　堀　　正　寛

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

　 　(東京都中央区日本橋兜町２番１号)

　

EDINET提出書類

日立機材株式会社(E02755)

四半期報告書

 1/32



第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第37期

第３四半期連結
累計期間

第38期
第３四半期連結
累計期間

第37期
第３四半期連結
会計期間

第38期
第３四半期連結
会計期間

第37期

会計期間

自  平成20年
    ４月１日
至  平成20年
    12月31日

自  平成21年
    ４月１日
至  平成21年
    12月31日

自  平成20年
    10月１日
至  平成20年
    12月31日

自  平成21年
    10月１日
至  平成21年
    12月31日

自  平成20年
    ４月１日
至  平成21年
    ３月31日

売上高 (千円) 22,418,92215,670,3397,537,7025,226,39330,343,436

経常利益 (千円) 2,478,6661,011,942897,170 345,6832,920,108

四半期(当期)純利益 (千円) 1,506,372452,994 538,136 190,6851,753,699

純資産額 (千円) ― ― 12,213,83212,569,09012,469,301

総資産額 (千円) ― ― 19,901,05817,916,07519,656,325

１株当たり純資産額 (円) ― ― 666.92 686.46 680.93

１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) 82.24 24.74 29.38 10.41 95.75

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― ― 61.4 70.2 63.4

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 1,144 1,993,485 ― ― 1,153,600

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △308,605△44,719 ― ― △523,459

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △296,354△462,812 ― ― △238,224

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) ― ― 1,743,5934,219,6422,736,764

従業員数 (名) ― ― 406 364 407

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載しており

ません。

　　 ２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事

業の内容に重要な変更はありません。

また、主要な関係会社の異動については、「３．関係会社の状況」に記載しております。

　

３ 【関係会社の状況】

当第３四半期連結会計期間において、持分法適用関連会社でありました株式会社杉山チェン製作所は、当

社が所有する株式を一部売却したため、持分法適用関連会社ではなくなりました。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

　 平成21年12月31日現在

従業員数(名) 364(29)

(注) １　従業員数は、当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向者を含む

就業人員であります。

２　臨時従業員数は、(　)内に当第３四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載しております。　

３　臨時従業員には、期間工、パートタイマー及び派遣社員を含んでおります。

　

(2) 提出会社の状況

　 平成21年12月31日現在

従業員数(名) 328(29)

(注) １　従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員であります。

２　臨時従業員数は、(　)内に当第３四半期会計期間の平均人員を外数で記載しております。

３　臨時従業員には、期間工、パートタイマー及び派遣社員を含んでおります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第３四半期連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。
　

事業の種類別セグメントの名称 生産高(千円) 前年同四半期比(％)

内装システム 1,814,959 85

構造システム 1,236,097 59

マテハンシステム 1,026,491 79

合計 4,077,548 74

(注) １　上記の金額は、セグメント間取引の相殺消去後の数値であります。
２　金額は販売価格によっております。
３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

４　構造・マテハンシステムの一部については、連結会社以外の会社に製造委託しております。

　

(2) 受注実績

当第３四半期連結会計期間における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。
　

事業の種類別セグメントの名称 受注高(千円)
前年同四半期比

(％)
受注残高(千円)

前年同四半期比
(％)

内装システム 1,900,791 83 3,300,872 104

構造システム 1,482,911 52 1,872,765 45

マテハンシステム 1,694,736 75 1,928,264 76

合計 5,078,438 68 7,101,902 72

(注) １　上記の金額は、セグメント間取引の相殺消去後の数値であります。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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(3) 販売実績

当第３四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。
　

事業の種類別セグメントの名称 販売高(千円) 前年同四半期比(％)

内装システム 1,814,959 85

構造システム 1,835,244 58

マテハンシステム 1,576,189 72

合計 5,226,393 69

(注) １　上記の金額は、セグメント間取引の相殺消去後の数値であります。

２　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

　

相手先

前第３四半期連結会計期間 当第３四半期連結会計期間

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％)

日立金属アドメット㈱ 2,421,689 32 1,620,338 31

３  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

２ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等は行われておりません。

　

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

本文中における将来に関する事項につきましては、本四半期報告書提出日(平成22年２月12日)現在にお

いて、当社グループが判断したものであります。

　

(1) 業績の状況

当第３四半期連結会計期間における日本経済は、生産・輸出の回復で持ち直し気配を見せたものの、投

資・消費が低迷して雇用悪化や円高も続き、景況の二番底到来も懸念されるうちに推移しました。当社グ

ループの売上高は、底入れ基調の景況の中でも民間を中心とした建設・設備投資需要が回復を見せず、前

年同四半期を下回る結果となりました。

一方、利益面でも、商品のコストバリュー強化やトータルコストダウンの推進に努めたものの、売上高

の減少が大きく影響し、前年同四半期を下回りました。また、持分法適用関連会社の株式を一部売却した

ため、売却損15百万円を特別損失として計上しております。

その結果、受注高5,078百万円(前年同四半期比68％)、売上高5,226百万円(同69％)、経常利益345百万円

(同38％)、四半期純利益は190百万円(同35％)となりました。
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事業の種類別セグメントの営業概況は以下のとおりであります。

内装システム

オフィス用フロアは大都市を中心とした都市再開発に支えられ増加しました。しかし、デジタル家電・

半導体関連需要の減退によりクリーンルーム用フロアの大幅な減少が続いたため、売上高・利益ともに

前年同四半期を下回る結果となりました。

その結果、受注高1,900百万円(前年同四半期比83％)、売上高1,814百万円(同85％)、営業利益78百万円

(同66％)となりました。

構造システム

建設投資抑制の影響で、鉄骨柱脚工法が工場・物流倉庫・商業施設等の大型物件を中心に大きく減少

し、鉄骨梁補強工法も低調に推移しました。一方、前期に高機能・低価格化を進めて商品ラインアップも

整った制震ダンパは、拡販効果が表われ増加しました。このため、売上高・利益は前年同四半期を下回る

水準となりました。

その結果、受注高1,482百万円(前年同四半期比52％)、売上高1,835百万円(同58％)、営業利益261百万円

(同44％)となりました。

マテハンシステム

国内においては、エスカレータ用チェンが堅調で水処理用の需要も底堅く推移しましたが、工作機械用

・鉄鋼用など主要な民間分野で設備投資の大幅な減少が続いたため、売上高・利益は前年同四半期を下

回りました。また、海外事業については、米国において北米市況の引き続く低迷で減少しました。

その結果、受注高1,694百万円(前年同四半期比75％)、売上高1,576百万円(同72％)、営業損失１百万円

(同156百万円の減少)となりました。

　

所在地別セグメントの業績は、次のとおりであります。なお、各セグメントの売上高はセグメント間の

内部売上を含んでおります。

日本

前述のとおり、当第３四半期連結会計期間の日本経済は、生産・輸出の回復で持ち直し気配を見せたも

のの、投資・消費が低迷して雇用悪化や円高も続き、景況の二番底到来も懸念されるうちに推移する中、

民間を中心とした建設・設備投資需要が回復を見せず、売上高は前年同四半期を下回る結果となりまし

た。利益面では、商品のコストバリュー強化やトータルコストダウンの推進に努めたものの、売上高減の

影響が大きく、前年同四半期を下回りました。

その結果、売上高4,819百万円(前年同四半期比69％)、営業利益335百万円(同40％)となりました。

北米

前述のとおり、マテハンシステム事業においては北米市況の引き続く低迷により売上高・利益ともに

減少しました。

その結果、売上高414百万円(前年同四半期比78％)、営業利益１百万円(同６％)となりました。

その他地域

中国での事業においては、連結子会社の上海日立機材有限公司を第１四半期で解散し、駐在員事務所を

設立して調達・販売事業へ特化することとしました。

　その結果、売上高－百万円（前年同四半期比86百万円の減少）、営業損失1百万円（同11百万円の減少）

となりました。
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(2) キャッシュ・フローの状況

当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、第２四半期連結

会計期間末に比べ445百万円増加し、4,219百万円となりました。

当第３四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりです。

（営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動の結果得られた資金は、709百万円(前年同四半期比1,303百万円の増加)となりました。これは

主に法人税等の支払230百万円(同295百万円の減少)があったものの、税金等調整前四半期純利益330百万

円(同566百万円の減少)に加え、売上債権やたな卸資産、仕入債務をあわせた運転資金の減少による収入

535百万円(同1,502百万円の増加)があったこと等によるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動に使用した資金は、１百万円(前年同四半期比84百万円の減少)となりました。これは主に投資

有価証券の売却による収入60百万円(同60百万円の増加)があったものの、有形固定資産の取得による支

出が57百万円(同10百万円の減少)あったこと等によるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動に使用した資金は、258百万円(前年同四半期比224百万円の増加)となりました。これは主に借

入金の返済121百万円(同104百万円の増加)、配当金の支払137百万円(同45百万円の減少)等の支出があっ

たことによるものです。

　

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更

及び新たに生じた課題はありません。

なお、当社は、「きらりと光る会社」を創り上げることを標榜し、独創性に富んだ特色ある商品を生み

出すことにより、「ダイナミズムあふれる高収益会社」を目指しております。

会社創設以来、建設・産業機械関連の材料・機器分野で、ニッチ分野での差別化を志向しながら商品・

サービスの開発力と営業力の強化に努め、環境・安全にも配慮した商品の開発を鋭意追及し続けており

ます。これを推進するため、日立金属株式会社を直接の親会社とし、同社を含む日立グループの一員とし

て、同グループとの関係において事業運営及び取引では自律性を維持しつつ、研究開発協力等を通じて同

グループ各社と緊密な協力関係を保ち、その経営資源を有効に活用することで、高品質の製品及びサービ

スの提供を図ることとしております。

また、当社は上場会社として、常に株主、投資家及び株式市場からの期待及び評価を認識し、情報の適時

かつ適切な開示に務めるとともに、持続的成長の実現に資する経営計画の策定、企業統治の強化等を通じ

て、合理的で緊張感のある経営を確保することが重要であると認識しております。

これらにより、当社は、企業価値の向上及び親会社のみならず広く株主全般に提供される価値の最大化

を図ってまいります。

　

(4) 研究開発活動

当第３四半期連結会計期間の研究開発費の総額は94百万円であります。

なお、当第３四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありま

せん。

　

EDINET提出書類

日立機材株式会社(E02755)

四半期報告書

 7/32



第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第３四半期連結会計期間において、第２四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、

除却等について、重要な変更はありません。

また、当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありま

せん。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 32,000,000

計 32,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成21年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成22年２月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 18,399,56618,399,566
東京証券取引所
(市場第二部)

単元株式数は500株でありま
す。

計 18,399,56618,399,566― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成21年10月１日～
平成21年12月31日

― 18,399,566 ― 3,635,988 ― 909,000

　

(5) 【大株主の状況】

　　　大量保有報告書の写しの送付がなく、当第３四半期において、大株主の異動はありません。
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

　 　 　 平成21年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式　 89,500

―
株主としての権利内容に制限のな
い、標準となる株式

完全議決権株式(その他)
普通株式

18,131,000
36,262同上

単元未満株式
普通株式

179,066
― 同上

発行済株式総数 18,399,566― ―

総株主の議決権 ― 36,262 ―

(注) １　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株(議決権２個)含まれ

ております。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式93株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

　 　 平成21年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
日立機材株式会社

東京都江東区東陽二丁目
４番２号

89,500 ― 89,500 0.5

計 ― 89,500 ― 89,500 0.5

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成21年
４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高(円) 393 375 382 380 385 392 380 374 371

最低(円) 350 363 368 373 375 370 363 337 350

(注)  最高・最低株価は、東京証券取引市場第二部におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりでありま

す。

役職の異動

　

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

取締役
(関西支店長兼
中四国営業所長)

取締役
(関西支店長)

植　野　伸　一 平成21年７月21日
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第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第３四半期連結会計期間(平成20年10月１日から平成20年12月31日まで)及び前第３四半期連結

累計期間(平成20年４月１日から平成20年12月31日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当

第３四半期連結会計期間(平成21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び当第３四半期連結累計期間

(平成21年４月１日から平成21年12月31日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間(平成20年10月１

日から平成20年12月31日まで)及び前第３四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年12月31日ま

で)に係る四半期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間(平成21年10月１日から平成21年12月31日

まで)及び当第３四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年12月31日まで)に係る四半期連結財

務諸表について、新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 173,480 93,582

受取手形及び売掛金 ※４
 3,700,681 5,665,200

商品及び製品 705,149 1,133,192

仕掛品 1,408,920 1,665,231

未成工事支出金 ※５
 1,176,146 1,281,395

原材料及び貯蔵品 310,856 322,315

関係会社短期貸付金 4,046,162 2,676,481

その他 533,665 618,025

貸倒引当金 △21,704 △20,710

流動資産合計 12,033,358 13,434,714

固定資産

有形固定資産

土地 3,750,308 3,751,135

その他（純額） ※１
 945,312

※１
 1,085,464

有形固定資産合計 4,695,621 4,836,600

無形固定資産 166,034 150,236

投資その他の資産

その他 1,055,191 1,270,971

貸倒引当金 △34,130 △36,196

投資その他の資産合計 1,021,061 1,234,774

固定資産合計 5,882,716 6,221,611

資産合計 17,916,075 19,656,325
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（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 2,421,638 3,279,999

短期借入金 396,030 579,311

未払法人税等 192,137 735,950

引当金 17,275 18,300

その他 768,329 1,101,209

流動負債合計 3,795,410 5,714,770

固定負債

退職給付引当金 1,352,669 1,278,256

役員退職慰労引当金 26,600 26,600

その他 172,304 167,397

固定負債合計 1,551,574 1,472,253

負債合計 5,346,984 7,187,024

純資産の部

株主資本

資本金 3,635,988 3,635,988

資本剰余金 4,677,705 4,677,705

利益剰余金 4,332,952 4,210,047

自己株式 △36,890 △36,042

株主資本合計 12,609,755 12,487,698

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 2,962 △5,614

為替換算調整勘定 △43,627 △12,782

評価・換算差額等合計 △40,664 △18,397

純資産合計 12,569,090 12,469,301

負債純資産合計 17,916,075 19,656,325
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

売上高 22,418,922 15,670,339

売上原価 17,248,152 12,154,682

売上総利益 5,170,769 3,515,657

販売費及び一般管理費

給料 1,236,157 1,094,923

退職給付引当金繰入額 68,487 83,401

減価償却費 46,502 72,020

その他 1,355,977 1,151,538

販売費及び一般管理費合計 2,707,124 2,401,883

営業利益 2,463,644 1,113,773

営業外収益

受取利息 18,451 16,328

持分法による投資利益 22,351 －

受取保険金 17,882 6,169

役員賞与引当金戻入額 20,900 －

事業譲渡益 － 15,000

その他 16,189 21,522

営業外収益合計 95,776 59,020

営業外費用

支払利息 11,939 6,041

持分法による投資損失 － 120,796

為替差損 11,014 －

支払補償費 5,514 15,094

その他 52,284 18,920

営業外費用合計 80,753 160,852

経常利益 2,478,666 1,011,942

特別損失

事業構造改善費用 － ※
 126,436

関係会社株式売却損 － 15,204

特別損失合計 － 141,640

税金等調整前四半期純利益 2,478,666 870,301

法人税、住民税及び事業税 980,352 394,727

法人税等調整額 △8,057 22,579

法人税等合計 972,294 417,306

四半期純利益 1,506,372 452,994
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：千円）

前第３四半期連結会計期間
(自 平成20年10月１日
　至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自 平成21年10月１日
　至 平成21年12月31日)

売上高 7,537,702 5,226,393

売上原価 5,753,288 4,103,210

売上総利益 1,784,413 1,123,183

販売費及び一般管理費

給料 416,398 356,736

退職給付引当金繰入額 21,877 27,768

減価償却費 20,117 26,667

その他 451,717 372,938

販売費及び一般管理費合計 910,112 784,110

営業利益 874,300 339,072

営業外収益

受取利息 6,671 6,182

持分法による投資利益 5,528 805

為替差益 27,586 1,589

その他 9,309 3,455

営業外収益合計 49,096 12,032

営業外費用

支払利息 3,366 1,181

その他 22,860 4,240

営業外費用合計 26,227 5,422

経常利益 897,170 345,683

特別損失

関係会社株式売却損 － 15,204

特別損失合計 － 15,204

税金等調整前四半期純利益 897,170 330,479

法人税、住民税及び事業税 362,922 137,513

法人税等調整額 △3,888 2,279

法人税等合計 359,034 139,793

四半期純利益 538,136 190,685
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 2,478,666 870,301

減価償却費 271,062 260,726

受取利息及び受取配当金 △20,065 △18,005

支払利息 11,939 6,041

持分法による投資損益（△は益） － 120,796

売上債権の増減額（△は増加） △38,980 1,947,356

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,754,337 743,239

仕入債務の増減額（△は減少） 324,841 △793,157

その他 △205,542 △192,315

小計 1,067,585 2,944,982

利息及び配当金の受取額 23,344 18,005

利息の支払額 △11,933 △6,039

法人税等の支払額 △1,077,852 △963,463

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,144 1,993,485

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △282,325 △105,598

その他 △26,280 60,878

投資活動によるキャッシュ・フロー △308,605 △44,719

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 80,356 △108,314

長期借入金の返済による支出 △53,459 △33,200

配当金の支払額 △319,964 △320,449

その他 △3,286 △848

財務活動によるキャッシュ・フロー △296,354 △462,812

現金及び現金同等物に係る換算差額 △1,389 △3,076

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △605,205 1,482,877

現金及び現金同等物の期首残高 2,348,799 2,736,764

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 1,743,593

※
 4,219,642
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日)

１　持分法適用に関する事項の変更

当第３四半期連結会計期間において、株式会社杉山チェン製作所の株式を一部売却したため、持分法適用の範

囲から除外しております。

２　会計処理基準に関する事項の変更

完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更

請負工事に係る収益の計上基準については、従来、工事完成基準を適用しておりましたが、「工事契約に関す

る会計基準」(企業会計基準第15号　平成19年12月27日)及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」(企業会

計基準適用指針第18号　平成19年12月27日)を第１四半期連結会計期間より適用し、第１四半期連結会計期間に

着手した工事契約から、当第３四半期連結会計期間末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事

については工事進行基準(工事の進捗率の見積りは原価比例法)を、その他の工事については工事完成基準を適

用しております。これによる当第３四半期連結累計期間の売上高、営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期

純利益に与える影響はありません。

　

　

【表示方法の変更】

　
当第３四半期連結累計期間

(自  平成21年４月１日  至  平成21年12月31日)

(四半期連結損益計算書関係)

　前第３四半期連結累計期間まで区分掲記していた「役員賞与引当金戻入額」(当第３四半期連結累計期間2,000

千円)は金額が僅少となったため、営業外収益の「その他」に含めて表示することに変更しました。

 
(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　前第３四半期連結累計期間において、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めていた「持分

法による投資損益」は重要性が増加したため、当第３四半期連結累計期間より区分掲記することとしております。

なお、前第３四半期連結累計期間の「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含まれる「持分法に

よる投資損益」は△22,351千円であります。

　

【簡便な会計処理】

　
当第３四半期連結累計期間

(自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日)

１　一般債権の貸倒見積高の算定方法

当第３四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと著しい変化がないと認め

られるため、前連結会計年度末の貸倒実績率等を使用して貸倒見積高を算定しております。

 
２　棚卸資産の評価方法

当第３四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、第２四半期連結会計期間に係る

実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算出しております。

 
３　繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法

繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の発生

状況に著しい変化がないと認められるので、前連結会計年度末において使用した将来の業績予測やタックス・

プランニングを利用する方法によっております。

　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

　
当第３四半期連結累計期間

(自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日)

税金費用の計算

当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純

利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用しております。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額

3,246,236千円

※１　有形固定資産の減価償却累計額

3,094,102千円

　２　保証債務

次の従業員の金融機関借入金等に対し、保証を

行っております。

保証先 金額

従業員(住宅融資） 109,812千円

計 109,812千円

 

　２　保証債務

次の従業員の金融機関借入金等に対し、保証を

行っております。

保証先 金額

従業員(住宅融資） 114,044千円

計 114,044千円

 
　３　手形信託契約に基づく遡及義務

106,430千円

 
※４　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理につ

いては、満期日に決済が行われたものとして処理し

ております。

　なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関

の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日

満期手形を満期日に決済が行われたものとして処

理しております。

　　　受取手形　　　　　　　　　　　　　5,405千円

　　　手形信託契約に基づく債権譲渡高　 73,579千円
 

※５　損失が見込まれる工事契約に係る未成工事支出金

と工事損失引当金は、相殺せずに両建てで表示して

おります。

　損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事

支出金のうち、工事損失引当金に対応する額は

9,400千円であります。　　　

　３　手形信託契約に基づく遡及義務

207,396千円

 
　　　　　      _________________

 
 
 
 
 
 
 
 

　　　　　　　  _________________

　

(四半期連結損益計算書関係)

第３四半期連結累計期間

　
前第３四半期連結累計期間
(自  平成20年４月１日
至  平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年12月31日)

――――――― ※　事業構造改善費用は、構造改革の一環として、マテハ

ンシステムにおいて実行した一部の事業の撤退に伴

い発生した、たな卸資産処分費用55,251千円、特別退

職金48,120千円等であります。

　

　　第３四半期連結会計期間

　　　該当事項はありません。
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

　　　　　　　　　　　　　(平成20年12月31日現在）

現金及び預金 108,902千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △37,975千円

関係会社短期貸付金
(キャッシュプールシステム預け金)

1,672,665千円

現金及び現金同等物の四半期末残高 1,743,593千円
 

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

　　　　　　　　　　　　　(平成21年12月31日現在）

現金及び預金 173,480千円

関係会社短期貸付金
(キャッシュプールシステム預け金)

4,046,162千円

現金及び現金同等物の四半期末残高 4,219,642千円
 

　

(株主資本等関係)

当第３四半期連結会計期間末(平成21年12月31日)及び当第３四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日

 至  平成21年12月31日)

１  発行済株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 18,399,566

　

　

２  自己株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 89,593

　

３  配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成21年６月23日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 183,122 10.00平成21年３月31日 平成21年６月24日

平成21年10月26日
取締役会

普通株式 利益剰余金 137,327 7.50平成21年９月30日 平成21年12月１日

　

(2) 基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会

計期間末後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間(自  平成20年10月１日  至  平成20年12月31日)

　

　
内装
システム
(千円)

構造
システム
(千円)

マテハン
システム
(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高 　 　 　 　 　 　

  (1) 外部顧客に
      対する売上高

2,143,5303,189,8492,204,3237,537,702 ― 7,537,702

  (2) セグメント間の内部
      売上高又は振替高

― ― ― ― ― ―

計 2,143,5303,189,8492,204,3237,537,702 ― 7,537,702

営業利益 117,845600,680155,775874,300 ― 874,300

(注) １　事業区分の方法

　　原則として商品の種類、市場の類似性に基づき内部管理上採用している事業区分によっております。

２　各事業区分の主要商品
　

事業区分 主要商品

内装システム
フリーアクセスフロア(オフィス用フロア・電算室用フロア・ク

リーンルーム用フロア)、耐震・免震システム

構造システム
スーパーハイベース工法、ハイベース・エコ工法、ＳＲＣスーパーハ

イベース工法、ハイリング工法、制震ダンパ、ハイブレード工法

マテハンシステム

伝動用ローラチェン、各種コンベヤチェン、水処理用チェン、ＡＴＣ

チェン、鋳物チェン、食品産業用チェン及びベルト、各種スプロケッ

トホイール、スナップアイドル、ケーブルトラック、磁性機器

３　「追加情報」に記載のとおり、第１四半期連結会計期間から法人税法の改正を契機として資産状況の見直しを

行い、機械装置の耐用年数を変更しております。

　

当第３四半期連結会計期間(自  平成21年10月１日  至  平成21年12月31日)

　

　
内装
システム
(千円)

構造
システム
(千円)

マテハン
システム
(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高 　 　 　 　 　 　

  (1) 外部顧客に
      対する売上高

1,814,9591,835,2441,576,1895,226,393 ― 5,226,393

  (2) セグメント間の内部
      売上高又は振替高

― ― ― ― ― ―

計 1,814,9591,835,2441,576,1895,226,393 ― 5,226,393

営業利益又は営業損失(△) 78,357261,920△1,204 339,072 ― 339,072

(注) １　事業区分の方法

　　原則として商品の種類、市場の類似性に基づき内部管理上採用している事業区分によっております。
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２　各事業区分の主要商品
　

事業区分 主要商品

内装システム
フリーアクセスフロア(オフィス用フロア・電算室用フロア・ク

リーンルーム用フロア)、免震床システム、機器固定・パネル固定

構造システム

建築構造用接合部材(スーパーハイベース工法、ハイベース・エコ工

法、ＳＲＣスーパーハイベース工法、ハイブレード工法)、建築構造用

補強部材(ハイリングⅡ工法)、制震用部材(ハイビルダム)

マテハンシステム

伝動用ローラチェン、各種コンベヤチェン、水処理用チェン、ＡＴＣ

チェン、鋳物チェン、食品産業用チェン及びベルト、各種スプロケッ

トホイール、スナップアイドル、ケーブルトラック

３　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載のとおり、第１四半期連結会計期

間から、「工事契約に関する会計基準」(企業会計基準第15号　平成19年12月27日)及び「工事契約に関する会

計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第18号　平成19年12月27日)を適用しております。
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前第３四半期連結累計期間(自  平成20年４月１日  至  平成20年12月31日)

　

　
内装
システム
(千円)

構造
システム
(千円)

マテハン
システム
(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高 　 　 　 　 　 　

  (1) 外部顧客に
      対する売上高

6,375,9519,442,9136,600,05722,418,922 ― 22,418,922

  (2) セグメント間の内部
      売上高又は振替高

― ― ― ― ― ―

計 6,375,9519,442,9136,600,05722,418,922 ― 22,418,922

営業利益 369,5531,726,091367,9982,463,644 ― 2,463,644

(注) １　事業区分の方法

　　原則として商品の種類、市場の類似性に基づき内部管理上採用している事業区分によっております。

２　各事業区分の主要商品
　

事業区分 主要商品

内装システム
フリーアクセスフロア(オフィス用フロア・電算室用フロア・ク

リーンルーム用フロア)、耐震・免震システム

構造システム
スーパーハイベース工法、ハイベース・エコ工法、ＳＲＣスーパーハ

イベース工法、ハイブレード工法、ハイリング工法、制震ダンパ

マテハンシステム

伝動用ローラチェン、各種コンベヤチェン、水処理用チェン、ＡＴＣ

チェン、鋳物チェン、食品産業用チェン及びベルト、スプロケットホ

イール、スナップアイドル、ケーブルトラック、磁性機器、ドロキャリ

ヤ

３　「追加情報」に記載のとおり、第１四半期連結会計期間から法人税法の改正を契機として資産状況の見直しを

行い、機械装置の耐用年数を変更しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、当第３四半

期連結累計期間における営業利益は「内装システム」が5,449千円、「マテハンシステム」が10,731千円減

少、「構造システム」が５千円増加しております。

　

当第３四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日  至  平成21年12月31日)

　

　
内装
システム
(千円)

構造
システム
(千円)

マテハン
システム
(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高 　 　 　 　 　 　

  (1) 外部顧客に
      対する売上高

5,076,0796,064,9754,529,28415,670,339 ― 15,670,339

  (2) セグメント間の内部
      売上高又は振替高

― ― ― ― ― ―

計 5,076,0796,064,9754,529,28415,670,339 ― 15,670,339

営業利益又は営業損失(△) 255,792863,033△5,0521,113,773 ― 1,113,773

(注) １　事業区分の方法

　　原則として商品の種類、市場の類似性に基づき内部管理上採用している事業区分によっております。
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２　各事業区分の主要商品
　

事業区分 主要商品

内装システム
フリーアクセスフロア(オフィス用フロア・電算室用フロア・ク

リーンルーム用フロア)、免震床システム、機器固定・パネル固定

構造システム

建築構造用接合部材(スーパーハイベース工法、ハイベース・エコ工

法、ＳＲＣスーパーハイベース工法、ハイブレード工法)、建築構造用

補強部材(ハイリングⅡ工法)、制震用部材(ハイビルダム)

マテハンシステム

伝動用ローラチェン、各種コンベヤチェン、水処理用チェン、ＡＴＣ

チェン、鋳物チェン、食品産業用チェン及びベルト、各種スプロケッ

トホイール、スナップアイドル、ケーブルトラック、磁性機器

３　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載のとおり、第１四半期連結会計期

間から、「工事契約に関する会計基準」(企業会計基準第15号　平成19年12月27日)及び「工事契約に関する会

計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第18号　平成19年12月27日)を適用しております。これによる当第

３四半期連結累計期間の売上高、営業利益に与える影響はありません。
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【所在地別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間(自  平成20年10月１日  至  平成20年12月31日)

　

　
日本
(千円)

北米
(千円)

その他の地域
(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高 　 　 　 　 　 　

  (1) 外部顧客に
      対する売上高

6,998,997528,70410,0007,537,702 ― 7,537,702

  (2) セグメント間の内部
      売上高又は振替高

21,664 ― 76,178 97,842(97,842) ―

計 7,020,661528,70486,1797,635,545(97,842)7,537,702

営業利益 845,39525,308 10,102880,806(6,505)874,300

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　本邦以外の区分に属する主な国又は地域

　　(1) 北米～アメリカ

　　(2) その他の地域～中国

３　「追加情報」に記載のとおり、第１四半期連結会計期間から法人税法の改正を契機として資産状況の見直しを

行い、機械装置の耐用年数を変更しております。

　

当第３四半期連結会計期間(自  平成21年10月１日  至  平成21年12月31日)

　

　
日本
(千円)

北米
(千円)

その他の地域
(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高 　 　 　 　 　 　

  (1) 外部顧客に
      対する売上高

4,811,794414,599 ― 5,226,393 ― 5,226,393

  (2) セグメント間の内部
      売上高又は振替高

7,874 26 ― 7,901 (7,901) ―

計 4,819,668414,626 ― 5,234,294(7,901)5,226,393

営業利益又は営業損失(△) 335,468 1,506 △1,002 335,971 3,100 339,072

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　本邦以外の区分に属する主な国又は地域

　　(1) 北米～アメリカ

　　(2) その他の地域～中国

３　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載のとおり、第１四半期連結会計期

間から、「工事契約に関する会計基準」(企業会計基準第15号　平成19年12月27日)及び「工事契約に関する会

計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第18号　平成19年12月27日)を適用しております。
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前第３四半期連結累計期間(自  平成20年４月１日  至  平成20年12月31日)

　

　
日本
(千円)

北米
(千円)

その他の地域
(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高 　 　 　 　 　 　

  (1) 外部顧客に
      対する売上高

20,594,9411,801,09122,88822,418,922 ― 22,418,922

  (2) セグメント間の内部
      売上高又は振替高

108,394 ― 302,786411,180(411,180) ―

計 20,703,3351,801,091325,67422,830,102(411,180)22,418,922

営業利益 2,336,114113,91937,5802,487,614(23,970)2,463,644

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　本邦以外の区分に属する主な国又は地域

　　(1) 北米～アメリカ

　　(2) その他の地域～中国

３　「追加情報」に記載のとおり、第１四半期連結会計期間から法人税法の改正を契機として資産状況の見直しを

行い、機械装置の耐用年数を変更しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、当第３四半

期連結累計期間における営業利益は「日本」が16,175千円減少しております。

　

当第３四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年12月31日)

　

　
日本
(千円)

北米
(千円)

その他の地域
(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高 　 　 　 　 　 　

  (1) 外部顧客に
      対する売上高

14,288,0791,368,73113,52915,670,339 ― 15,670,339

  (2) セグメント間の内部
      売上高又は振替高

68,914 6,855 70,043145,813(145,813) ―

計 14,356,9931,375,58783,57215,816,153(145,813)15,670,339

営業利益又は営業損失(△) 1,036,74842,124△2,1591,076,71237,0611,113,773

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　本邦以外の区分に属する主な国又は地域

　　(1) 北米～アメリカ

　　(2) その他の地域～中国

３　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載のとおり、第１四半期連結会計期

間から、「工事契約に関する会計基準」(企業会計基準第15号　平成19年12月27日)及び「工事契約に関する会

計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第18号　平成19年12月27日)を適用しております。これによる当第

３四半期連結累計期間の売上高、営業利益に与える影響はありません。
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【海外売上高】

前第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)

　

　 北米 その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高(千円) 526,195 187,190 713,386

Ⅱ　連結売上高(千円) ― ― 7,537,702

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

7.0 2.5 9.5

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　各区分に属する主な国又は地域

　　(1) 北米～アメリカ、カナダ

　　(2) その他の地域～ヨーロッパ諸国、中南米、アジア、オセアニア、中近東、アフリカ諸国

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

　

当第３四半期連結会計期間(自  平成21年10月１日  至  平成21年12月31日)

　

　 北米 その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高(千円) 405,839 174,073 579,913

Ⅱ　連結売上高(千円) ― ― 5,226,393

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

7.8 3.3 11.1

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　各区分に属する主な国又は地域

　　(1) 北米～アメリカ、カナダ

　　(2) その他の地域～ヨーロッパ諸国、中南米、アジア、オセアニア、中近東、アフリカ諸国

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

　

前第３四半期連結累計期間(自  平成20年４月１日  至  平成20年12月31日)

　

　 北米 その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高(千円) 1,791,794 798,878 2,590,672

Ⅱ　連結売上高(千円) ― ― 22,418,922

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

8.0 3.6 11.6

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　各区分に属する主な国又は地域

　　(1) 北米～アメリカ、カナダ

　　(2) その他の地域～ヨーロッパ諸国、中南米、アジア、オセアニア、中近東、アフリカ諸国

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
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当第３四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年12月31日)

　

　 北米 その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高(千円) 1,342,138 436,721 1,778,859

Ⅱ　連結売上高(千円) ― ― 15,670,339

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

8.6 2.8 11.4

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　各区分に属する主な国又は地域

　　(1) 北米～アメリカ、カナダ

　　(2) その他の地域～ヨーロッパ諸国、中南米、アジア、オセアニア、中近東、アフリカ諸国

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
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(１株当たり情報)

１  １株当たり純資産額

　
当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

　 　

　 686.46円
　

　 　

　 680.93円
　

　

２  １株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額

第３四半期連結累計期間

　
前第３四半期連結累計期間
(自  平成20年４月１日
至  平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 82.24円
　

１株当たり四半期純利益金額 24.74円
　

(注) １　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２　１株当たり四半期純利益金額算定上の基礎

　

項目
前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

四半期純利益(千円) 1,506,372 452,994

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益(千円) 1,506,372 452,994

普通株式の期中平均株式数(株) 18,317,072 18,310,654

　

第３四半期連結会計期間

　
前第３四半期連結会計期間
(自  平成20年10月１日
至  平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自  平成21年10月１日
至  平成21年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 29.38円
　

１株当たり四半期純利益金額 10.41円
　

(注) １　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２　１株当たり四半期純利益金額算定上の基礎

　

項目
前第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日)

四半期純利益(千円) 538,136 190,685

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益(千円) 538,136 190,685

普通株式の期中平均株式数(株) 18,314,491 18,310,099

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

第38期(平成21年４月１日から平成22年３月31日まで)中間配当については、平成21年10月26日開催の取

締役会において、平成21年９月30日の最終の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行う

ことを決議いたしました。

①　配当金の総額 137,327千円

②　１株当たりの金額 ７円50銭

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成21年12月１日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年２月13日

日立機材株式会社

取締役会　御中

　

　　　　　　　　　　　　　　 　　新日本有限責任監査法人　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　和　　田　　榮　　一　　印
　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　片　　倉　　正　　美　　印
　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　田　　中　　文　　康　　印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日立

機材株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平

成20年10月１日から平成20年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年12

月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期

連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日立機材株式会社及び連結子会社の平成20年

12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経

営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 

(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成22年２月12日

日立機材株式会社

取締役会  御中

　

新日本有限責任監査法人
　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    田　　中　　文　　康    印
　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    中　　山　　清　　美    印
　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    片　　倉　　正　　美    印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日立

機材株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平

成21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年12

月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期

連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日立機材株式会社及び連結子会社の平成21年

12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経

営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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